








































































































































































































































































































































































































































































































































平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度
北 海 道 12.3 13.8 13.5 14.7 14.1 15.7 18.9
青 森 15.5 15.6 28.9 29.8 28.2 18.9 32.0
岩 手 24.1 25.4 22.8 18.7 19.0 30.8 27.1
宮 城 15.9 13.2 12.6 6.9 15.1 13.9 17.6
秋 田 30.3 27.3 27.9 22.7 28.6 38.6 36.8
山 形 21.2 20.4 21.4 16.9 21.4 27.6 21.3
福 島 11.1 14.7 17.4 15.3 16.3 12.8 19.2
茨 城 11.0 11.0 10.3 12.6 14.5 17.8 18.2
栃 木 12.4 15.5 15.2 9.7 15.2 23.2 17.0
群 馬 21.9 16.2 24.1 19.7 17.9 16.7 23.8
埼 玉 7.7 5.2 6.9 7.3 10.6 9.3 11.7
千 葉 5.1 5.8 6.0 7.0 8.4 9.7 14.0
東 京 1.1 1.3 1.0 1.9 1.9 2.8 2.8
神 奈 川 3.2 3.1 4.9 4.1 5.2 5.9 7.6
新 潟 12.2 13.8 14.8 18.7 12.5 16.7 17.5
富 山 6.8 12.2 8.8 11.2 9.0 18.6 13.3
石 川 9.5 8.2 9.6 8.2 6.1 10.4 10.3
福 井 6.1 7.5 9.5 7.9 6.5 13.5 20.2
山 梨 9.2 8.4 8.0 10.3 13.0 27.9 11.9
長 野 15.8 12.5 12.4 10.0 17.9 15.8 16.6
岐 阜 9.6 11.7 11.6 12.3 14.2 18.9 25.5
静 岡 6.2 4.6 6.0 7.7 9.3 9.3 12.2
愛 知 5.4 5.2 6.2 7.2 8.2 12.7 12.7
三 重 14.3 14.9 11.7 14.4 17.4 18.7 15.7
滋 賀 8.5 11.0 8.3 11.8 15.1 9.3 21.7
京 都 3.8 5.4 5.6 5.0 5.5 9.0 7.3
大 阪 2.5 2.8 2.8 3.9 3.2 6.0 4.1
兵 庫 4.0 5.6 3.7 4.3 4.1 4.2 6.6
奈 良 7.9 5.2 8.4 6.2 5.4 11.2 19.4
和 歌 山 7.6 8.5 9.9 16.8 19.3 19.0 21.0
鳥 取 18.4 27.4 16.7 15.1 16.4 13.9 7.5
島 根 23.5 25.3 27.9 21.2 25.1 22.1 23.8
岡 山 6.4 10.6 9.1 5.0 9.6 10.3 9.8
広 島 3.8 5.5 5.7 6.0 8.2 6.5 5.5
山 口 7.2 5.9 9.0 11.2 11.8 7.7 8.0
徳 島 8.6 8.3 6.7 8.5 8.5 9.3 10.9
香 川 4.3 5.3 4.7 3.6 5.3 5.4 7.7
愛 媛 7.2 8.0 12.9 9.5 12.3 14.8 13.1
高 知 16.5 12.1 8.1 7.6 14.9 12.5 12.1
福 岡 7.0 7.2 8.7 8.3 9.7 12.4 9.2
佐 賀 10.6 18.9 13.0 13.0 14.5 14.1 11.3
長 崎 7.2 8.0 9.6 6.9 10.4 18.2 13.2
熊 本 11.8 11.5 18.5 15.5 18.3 19.6 11.8
大 分 7.6 11.5 12.7 14.7 14.0 19.9 18.1
宮 崎 19.5 25.7 23.5 17.6 25.8 29.7 25.5
鹿 児 島 16.1 13.2 17.3 12.6 19.4 21.0 15.2





















































































































術支援報告書」（2011-2017）  に掲載された 79 事例の規模や用途、支援段階を把握した。
用途は庁舎や教育施設が多く、地域のシンボルとなる施設や、児童の教育環境に木造空間
企画 発注 木材調達 技術
2011 17 53 6 12 29
2012 18 50 22 6 22
2013 9 33 45 11 11
2014 13 19 12 38 31
2015 9 10 20 20 50
2016 8 15 ー 39 46







計画 段階 設計・木材発注準備 段階 木材発注・施工 段階





































































































































め、近年需要が高まっている公共建築等に使用される集成材や CLT 等（表 2-5）の製造に対
応した設備投資は困難となっている。
③各主体の専門性

















































































































































































































































































































































































































教育委員会事務局 学校施設課   
  
建築課 施設整備係   
政策調整室　政策調整係 
土木部 建築住宅局 建築課 
建設部 建築課 営繕担当   
産業建設部 農政課 農業振興課   
企画課   
建設部 管財課   
産業建設課 商工観光課   
危機管理課  
建設部　建築課   
企画課   
   
総務課   
教育庁 体育保健課 管理予算班 
   
前田建設工業株式会社建築事業部   
藤寿産業株式会社   
ジャパン建材株式会社 
株式会社ウッディーファーム
   
森林組合おわせ 加工販売課   
NPO 法人サウンドウッズ   












   
前田建設工業株式会社建築事業部   
藤寿産業株式会社   
ジャパン建材株式会社 
株式会社ウッディーファーム
   
森林組合おわせ 加工販売課   
NPO 法人サウンドウッズ   
   
　調査対象の１６事例のうち、材工一括発注方式を採択した事業は５事例（事例１～５）、





















































































































































































































































































































































































































































































































































































計画段階 設計者選定後 設計者選定前 不明
発注者 発注者 木材調達支援事業者 木材供給者




















































社会資本整備総合資本金 / 森林・林業再生基盤づくり交付金等 / 森林整備加速化・林業再生基金事業 /
木の香る環境づくり支援事業 / 市町村防災拠点施設再生可能エネルギー導入支援事業
なし
農産漁村活性化プロジェクト支援交付金 / 次世代自動車充電インフラ整備促進事業補助金 /













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































図書館（開架部 約 10 万冊、閉架書庫 約 20 万冊）
約 1,140 ㎡
2,784㎡

























































































































































































































2004 年竣工の茂木中学校に倣い、流通材 / 制限下での木造化の実現

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　　　　　 道の駅ワークショップ開催 / 基本設計実施設計























































































































































































































RC 造 / S 造 / 木造 
地上 3 階 
社会資本整備総合交付金（都市再生整備事業）
住民代表で構成された委員会による提案




































































































































































































































































































































から調達した。木材の発注に関しては、「2014 年 6 月に工事契約し、納材期間について構造














































小学校特別棟：834 ㎡　幼稚園：建築面積 433 ㎡　


























































































































































































































































































































































者に要求した事例 11 は、設計者との連携が目立った。事例 12 では数量齟齬による追加発
注等の課題に対し、森林組合の職員と協議・相談を繰り返し行っている。事例 13 において
も発注者は木材情報の調査や寸法・数量のすり合わせを森林組合に委託しており、森林組





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































発 設 民 製 森 支
主体





















































































































































発 設 民 製 森 支
主体







































































































































































































































































































































































































































































































































計画 段階 設計・木材発注準備 段階 木材発注・施工 段階























































































































































































































































用事業 84 事例のうち、安定した木材調達を行うための工夫が見られた 16 事例について、
事業に関与する自治体及び関係者を対象に検討体制及び事業体制に関するヒアリング調査
を行った。多くの事業担当者が大規模な木材活用事業の発注経験はないと回答したことから、
公共建築における木材活用事業は現在過渡期を迎えており、事業に必要とされている木材
調達手法等のノウハウが明確化されていないことがいえる。発注側に木材発注及び品質管
理能力を必要とする材工分離発注方式を採択した事業のうち、発注経験があったのは３事
例のみであり、多くの自治体が模索しながら事業に取り組んでいる。実際に、材工分離発
注のリスクである木材の品質管理については、各事業で多様な主体が検査を実施している
ことから、事業体制が確立されていないことが明らかとなった。また、そうした状況の中
で専門知識の補填を目的として、多くの事業において計画段階のうちから学識経験者や、
林業センター職員等、木材に関する有識者に事業内容の相談・検討が行われている。この
ように、公共だけでまかなえない人材や知識を木材流通全体に関わる複数の主体から補完
することを考慮し、事業を進めることが重要である。
　第４章「公共建築の木材活用実施プロセス」では、各事業の詳細な実施プロセスを把握し、
多様な事業実施プロセスおよび事業体制が明らかとなった。まず、材工一括発注では、多
量の木材の使用にあたっての懸念を解消すべく、デザインビルド方式を採択し、設計業務
と木材調達を同時に進めることで調達期間を確保する事業や、中規模木造建築専門企業が
設計者および施工者のサポートを行っている事業が見られた。専門企業は設計者及び施工
者のもとで木材調達を行うため、事業の体制や計画に大きな変化をもたらすことなく、木
材活用の課題を解消するメリットがある。また、材工分離発注を実施した事業からは、改
善の余地がある実施内容および多くの事業で実施され一般解化できるプロセスをふまえ、
円滑な木材調達を行うための事業計画に有用な要件を探った。木材の発注方式の決定時に
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は発注者が独自に判断を行っている事業が多く見られたが、この段階から森林組合や製材
所といった木材供給者との連携体制の構築が望ましい。また、過去に実施された事業では、
木材情報の調査を設計者を選定する前に実施している事業が少ないことが明らかとなり、
選定後の設計変更等、設計者の負担を軽減するためにも木材情報の調査は木材活用が決定
した段階で行うことが重要である。木材発注の実施時期は複数回に分けて実施しているも
のも含め、基本設計終了の前後で行われており、乾燥時間の確保や木材の必要数量の把握
を加味すると相応な時期であると考えられる。また、品質管理以外にも従来の事業で施工
者が行ってきた業務を補填することが急務であることから、施工者が設計段階に横断的に
参入する事業体制が望ましい。
　第５章「公共建築の木材活用事業モデル」ではこれまでの検討結果を踏まえ、周辺地域
の条件や事業主体の体制、状況に応じた、今後の公共建築の木材活用事業における、より
実効的な要件及び協働体制を示した。流通規格材を使用した複数の事業では、各地域の条
件から木材の発注方式や発注時期に差がみられた。地域材活用や町有林活用等、発注者の
優先事項も事業ごとに異なるため、同様の課題が生じた場合でも、有用な施策は一対では
ない。また、事業方針の相違や、曖昧な業務範囲による主体間のトラブルも散見された。
このように、公共建築の木材活用事業では、使用木材、地域性、発注者を含む関係者の専
門性及び積極性等が影響し合い、事業内容を決定づけている。木材特有の課題が事業全体
に分散しているだけでなく、各事業には地域性や社会状況による固有の課題が存在している。
そのため、複数の因子が複雑に影響し合い、その施策は一義的には決まらない。事業計画
や設計業務と同時に木材関係の業務に取り組む際は、木材活用の課題に迅速に対応するた
めの協働主体の選択が重要である。
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６．２　今後の課題
　最後に今後の研究課題について述べる。
　本論文では、公共建築における木材調達プロセスをより詳細に把握し、事業ごとの多様
な主体関係及び課題を明らかにした。しかしこれは、主に材工分離発注方式を採択した事
業から得られたものである。現在過渡期を迎えている公共建築の木材活用事業においては、
材工を分離する手法が至当であるとは言い切れず、建築発注方式の多様化に応じて事業体
制も変化していくことが予想される。事例数を増やし、支援事業者や専門企業が参入すべ
き事業の特徴や建築規模の分析を行うことで、より明確な公共建築の木材活用事業の事業
体制が明らかになるだろう。さらに、これからの公共建築の木材活用に向けた生産体制と
して、デザインビルド方式や、ECI 方式等の施工者の早期参入を取り入れた事業にも調査対
象を広げ、それらの事業実施上の課題解明を行うことが必要である。発注者の多くがメン
テナンスにかかる費用や木材活用にあたっての割高感を懸念していたことから、現段階で
建設された木材活用事業の維持管理費用のデータベース化が今後の事業拡大につながると
考えられる。
　また、本論文では自治体の事業担当者や森林組合等を対象にヒアリング調査を行ったこ
とから、あくまで木材活用に意欲的な主体および発注者の立場から事業概要を論じている。
しかし、事業を実施するうえで生じる様々な課題を解決するには、木材流通全体に関わる
主体の積極的姿勢が不可欠であり、造り手である施工者の立場から木材活用事業の展望、
課題を解明する必要がある。
　以上２点が今後の研究課題である。
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